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【業種別の概況】 
教養・技能教授業 
 

 
事業所数                               ８万９８９６事業所  

従業者数                                 ３１万１３百人  

年間売上高                                １兆１８８億円  

教養・技能教授業務の事業従事者数                     ３８万４５百人  

教養・技能教授業務の年間売上高                       ９７４５億円  

【1事業所当たり】 

1事業所当たり従業者数                                ３人

1事業所当たり年間売上高                           １１３３万円

1事業所当たり教養・技能教授業務の事業従事者数                    ４人

1事業所当たり教養・技能教授業務の年間売上高                 １０８４万円 
 

 

１．業種全体の動向 

(1) 事業所数 

平成２1 年の教養・技能教授業の事業所数は、8 万 9896 事業所となっている。 

① 経営組織別事業所数 

経営組織別にみると、「会社以外の法人・団体及び個人経営」が 74744 事業所（構成比 83.1 ％）と約 8 割

を占めており、「会社」が 15152 事業所（同 16.9％）となっている。 
 

第１－１表 経営組織別事業所数 

 

 

 

 

 

 

注：標本調査で拡大推計して集計後に四捨五入をしている。そのため、総計と内訳の合計とは一致しない場合がある。以下の表も同様。 
  

② 単独事業所・本社・支社別事業所数 

単独事業所・本社・支社別にみると、「単独事業所」が 75426 事業所（構成比 83.9 ％）、「支社」が

11670 事業所（同 13.0 ％）、「本社」が 2800 事業所（同 3.1 ％) となっている。 
 

第１－２表 単独事業所・本社・支社別事業所数 

 
 
 

 

 

 

 

 

構成比(%)

89,896 100.0

15,152 16.9

74,744 83.1

21年

計

会 社

会社以外の法人・団体及び
個 人 経 営

経 営 組 織 別

構成比(%)

89,896 100.0

75,426 83.9
2,800 3.1

11,670 13.0

計

支 社

単 独 事 業 所
本 社

21年
単独事業所・本社・支社別
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③ 従業者規模別事業所数 

従業者規模別にみると、「４人以下」規模が 113161 事業所（構成比 36.3％）と最も多く、次いで、「１０人～

２９人」規模が 75490 事業所（同 24.2％）、「５人～９人」規模が 43678 事業所（同 14.0％）などとなっている。 
 

第１－３表 従業者規模別事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 従業者数 

従業者数は 31 万 13 百人となっている。 

① 男女別従業者数 

男女別にみると、「男性」が 10 万 56 百人（構成比 33.9 ％）、「女性」が 20 万 57 百人（同 66.1 ％）となっ

ている。 

② 雇用形態別従業者数 

雇用形態別にみると、「パート・アルバイトなど」が 13 万 32 百人（構成比 42.8％）と約 4 割を占め、次いで

「個人業主及び無給の家族従業者」が 8 万 50 百人（同 27.3％）、「正社員・正職員」が 5 万 94 百人（同

19.1％）、「臨時雇用者」が 2 万 3 百人（同 6.5％）などとなり、「『パート・アルバイトなど』の就業時間換算雇用

者数」は 6 万 73 百人となっている。 

また、事業所全体の事業従事者数は 39 万 54 百人、このうち「別経営の事業所から派遣されている人」は

8 万 48 百人、対事業従事者比率は 21.4％となっている。 

第１－４表 男女別、雇用形態別従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比(%)

311,313 100.0

113,161 36.3
43,678 14.0
75,490 24.2
28,182 9.1
20,608 6.6
30,194 9.7

５ ０ 人 ～ ９ ９ 人

計

１ ０ ０ 人 以 上

３ ０ 人 ～ ４ ９ 人

４ 人 以 下
５ 人 ～ ９ 人
１ ０ 人 ～ ２ ９ 人

21年
従 業 者 規 模 別

395,365

84,794

21.4

384,456教養・技能教授業務の事業従事者数　　    　（人）　

従 事 者 数 21年

事業所全体の従事者数　　　　　　   　　Ａ　（人）　

別経営の事業所から派遣されている人　   Ｂ　（人）　

事業所全体に対する派遣されている人の比率　Ｂ/Ａ （％）　

（人） 構成比(%)

従業者数計 311,313 100.0

男 105,585 33.9

女 205,728 66.1

従業者数計 311,313 100.0

個人業主及び無給の家族従業者 85,021 27.3

有給役員 13,432 4.3

常用雇用者 192,592 61.9

　正社員・正職員 59,397 19.1

　パート・アルバイトなど 133,195 42.8

　(就業時間換算雇用者数) 67,295 -

臨時雇用者 20,267 6.5

250 0.1

雇
用
形
態
別

別経営の事業所に派遣している人

男 女 別 、 雇 用 形 態 別

男
女
別

21年
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(3) 年間売上高 

年間売上高は、1 兆 188 億円となっている。 

このうち、主業である教養・技能教授業務の年間売上高は、9745 億円で、教養・技能教授業の年間売上高

に占める割合は 95.7％となっている。 

また、その他業務（従業）の年間売上高は、443 億円となっている。その他業務の内訳を「従事者 5 人以上」

でみると、「売店(直営)」が 131 億円（構成比 1.6％）と最も高くなっている。 
 

第１－５表 業務別年間売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 年間営業費用 

年間営業費用は、8500 億円、年間売上高に占める割合は 83.4％となっている。 

これを従事者 5 人以上で費用区分別にみると、「給与支給総額」が 2754 億円（構成比 39.6％）、「その他の

営業費用」が 1226 億円（同 17.6％）などとなっている。 

また、従事者 5 人以上の年間営業用固定資産取得額は、301 億円で、区分別にみると「有形固定資産」が

289 億円（構成比 95.7％）と９割を超え、「無形固定資産」が 13 億円（同 4.3％）となっている。「有形固定資産」

内訳をみると、「建物・その他の有形固定資産」が 188 億円（同 62.3％）と最も高くなっている。 

 

第１－６表 年間営業費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち従事者５人以上
構成比(%) （百万円） 構成比(%)

1,018,836 100.0 806,376 100.0

974,536 95.7 766,444 95.0
44,299 4.3 39,932 5.0

… … 1,128 0.1
… … 487 0.1
… … 20,045 2.5

売 店 ( 直 営 ) … … 13,082 1.6
そ の 他 … … 6,963 0.9

… … 1,279 0.2
食 堂 ( 直 営 ) … … 614 0.1
そ の 他 … … 665 0.1

… … 6,065 0.8
… … 10,928 1.4

製 造 業 務

卸 売 ・ 小 売 業 務

そ の 他 の 業 務

宿 泊 ・ 飲 食 サー ビス 業務

サ ー ビ ス 業 務

情 報 通 信 業 務

計

教養・技能教授業務（主業）

そ の 他 業 務 （従業）

21年

（百万円）
業 務 別

構成比(%) （百万円） 構成比(%)

849,985 100.0 695,981 100.0
… … 275,417 39.6
… … 78,981 11.3
… … 10,398 1.5
… … 29,513 4.2
… … 28,866 4.1
… … 12,730 1.8
… … 20,275 2.9
… … 20,851 3.0
… … 96,395 13.9
… … 88,823 12.8
… … 7,571 1.1

情 報 通 信 機 器 … … 2,900 0.4
そ の 他 … … 4,671 0.7

… … 122,555 17.6

外 注 費
食 堂 ・ 売 店 （ 直 営 ） 売 上 原 価

21年

（百万円）
うち従事者５人以上

計

給 与 支 給 総 額

費　　用　　区　　分　　別

講 師 謝 礼
教 材 作 成 費
広 告 宣 伝 費
光 熱 ・ 水 道 料

減 価 償 却 費
賃 借 料

土 地 ・ 建 物
機 械 ・ 装 置

そ の 他 の 営 業 費 用
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第１－７表 年間営業用固定資産取得額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．教養・技能教授業務（主業）の動向 

(1) 事業従事者数 

教養・技能教授業務の事業従事者数は、38 万 45 百人となっている。 

これを従事者 5 人以上で業務部門別にみると、「非専任講師」が 18 万 30 百人（構成比 67.0％）と約 7 割を

占めている。 
 

第２－１表 教養・技能教授業務の業務部門別事業従事者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 主業の年間売上高 

① 業務種別売上高 

教養・技能教授業務の年間売上高は、9745 億円となっている。 

業務種類別にみると、「その他の教養・技能教授業務」が 7245 億円（構成比 74.3％）と 7 割以上を占めて

いる。 

第２－２表 教養・技能教授業務の業務種類別年間売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 構成比(%)

30,147 100.0
28,852 95.7
3,662 12.1

情 報 通 信 機 器 1,274 4.2
そ の 他 2,389 7.9

6,401 21.2
18,789 62.3
1,295 4.3

従事者５人以上
２１年

固　定　資　産　区　分　別

無 形 固 定 資 産

計

有 形 固 定 資 産
機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地
建 物 ・ そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

構成比(%) （人） 構成比(%)

384,456 100.0 272,943 100.0

管理・営業部門 … … 25,122 9.2

専任講師 … … 53,792 19.7

非専任講師 … … 183,007 67.0

その他 … … 11,022 4.0

計

業 務 部 門 別 うち従事者５人以上

21年

（人）

売上高
（百万円）

構成比(%)

教養・技能教授業務（合計） 974,536 100.0

109,093 11.2

140,981 14.5

724,463 74.3

21年
業 務 種 類 別

その他の教養・技能教授業務

外 国 語 会 話 教 授 業 務

カルチャーセンター業務



- 5 - 

 

② 収入区分別売上高 

収入区分別にみると、「受講料収入」が 4912 億円（構成比 64.1％）と 6 割以上を占めている。 

 

第２－３表 教養・技能教授業務の収入区分別年間売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 受講者数 

受講者数を業務別にみると、「その他の教養・技能教授業務」が 1058 万人（構成比 76.3％）と 

7 割以上を占めている。 

 

第２－４表 教養・技能教授業務の業務種類別受講生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 都道府県別 

① 事業所数 

都道府県別に事業所数をみると、東京都が 8380 事業所（構成比 9.3％）、愛知県が 6800 事業所（同

7.6％）、大阪府が 5728 事業所（同 6.4％）の順となっている。 

② 事業従事者数 

都道府県別に教養・技能教授業務の事業従事者数をみると、東京都が 7 万 42 百人（構成比 19.3％）、

兵庫県が 3 万 29 百人（同 8.5％）、大阪府が 3 万 6 百人（同 8.0％）の順となっている。 

 

③ 年間売上高 

都道府県別に教養・技能教授業務の年間売上高をみると、東京都が 2392 億円（構成比 24.5％）、神奈

川県が 862 億円（同 8.8％）、大阪府が 787 億円（同 8.1％）の順となっている。 

受講者数
（在籍者数）

構成比(%)

教養・技能教授業務（合計） 13,876,143 100.0

2,307,405 16.6

987,604 7.1

10,581,134 76.3

業 務 種 類 別
21年

カルチャーセンター業務

外 国 語 会 話 教 授 業 務

その他の教養・技能教授業務

構成比(%) （百万円） 構成比(%)

974,536 100.0 766,444 100.0

入会金収入 … … 24,087 3.1
会費収入 … … 166,333 21.7
受講料収入 … … 491,205 64.1
施設利用料収入 … … 14,673 1.9
教材料売上高 … … 32,143 4.2
その他 … … 38,003 5.0

教養・技能教授業務の年間売上高

収 入 区 分 別
21年

（百万円）
うち従事者５人以上
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第２－５表 教養・技能教授業務の都道府県別事業所数、事業従事者数、年間売上高 

 

 

構成比 構成比 構成比
（％） （人） （％） （百万円） （％）

全 国 計 89,896 100.0 384,456 100.0 974,536 100.0
北 海 道 3,222 3.6 8,621 2.2 20,026 2.1
青 森 1,004 1.1 1,978 0.5 4,572 0.5
岩 手 920 1.0 1,796 0.5 3,306 0.3
宮 城 1,843 2.1 8,948 2.3 12,949 1.3
秋 田 815 0.9 1,899 0.5 4,193 0.4
山 形 809 0.9 1,761 0.5 4,558 0.5
福 島 1,417 1.6 5,766 1.5 9,262 1.0
茨 城 1,838 2.0 5,370 1.4 14,672 1.5
栃 木 1,479 1.6 6,612 1.7 12,500 1.3
群 馬 1,403 1.6 3,813 1.0 6,808 0.7
埼 玉 5,145 5.7 16,834 4.4 63,477 6.5
千 葉 3,377 3.8 16,777 4.4 50,690 5.2
東 京 8,380 9.3 74,153 19.3 239,170 24.5
神 奈 川 5,501 6.1 30,186 7.9 86,204 8.8
新 潟 2,137 2.4 5,832 1.5 12,067 1.2
富 山 906 1.0 2,291 0.6 6,752 0.7
石 川 1,121 1.2 4,282 1.1 8,314 0.9
福 井 586 0.7 1,592 0.4 3,760 0.4
山 梨 695 0.8 1,685 0.4 4,034 0.4
長 野 1,624 1.8 3,515 0.9 9,147 0.9
岐 阜 1,695 1.9 5,090 1.3 13,501 1.4
静 岡 3,292 3.7 12,060 3.1 27,671 2.8
愛 知 6,800 7.6 24,632 6.4 62,318 6.4
三 重 1,382 1.5 3,772 1.0 8,040 0.8
滋 賀 1,005 1.1 2,391 0.6 7,239 0.7
京 都 2,077 2.3 8,515 2.2 21,912 2.2
大 阪 5,728 6.4 30,622 8.0 78,681 8.1
兵 庫 4,292 4.8 32,870 8.5 44,543 4.6
奈 良 703 0.8 3,569 0.9 9,436 1.0
和 歌 山 779 0.9 1,913 0.5 4,386 0.5
鳥 取 327 0.4 686 0.2 1,549 0.2
島 根 476 0.5 862 0.2 2,851 0.3
岡 山 999 1.1 3,356 0.9 9,020 0.9
広 島 1,963 2.2 10,056 2.6 17,699 1.8
山 口 1,010 1.1 3,497 0.9 9,322 1.0
徳 島 485 0.5 1,643 0.4 3,457 0.4
香 川 671 0.7 2,032 0.5 5,688 0.6
愛 媛 941 1.0 3,954 1.0 4,641 0.5
高 知 471 0.5 908 0.2 1,882 0.2
福 岡 3,057 3.4 10,629 2.8 27,258 2.8
佐 賀 571 0.6 1,264 0.3 3,598 0.4
長 崎 874 1.0 1,750 0.5 3,274 0.3
熊 本 1,143 1.3 2,949 0.8 6,986 0.7
大 分 782 0.9 2,067 0.5 6,875 0.7
宮 崎 946 1.1 2,670 0.7 3,607 0.4
鹿 児 島 1,152 1.3 2,428 0.6 4,653 0.5
沖 縄 2,054 2.3 4,559 1.2 7,986 0.8

事業所数 事業従事者数 年間売上高
都道府県


